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徳島県で漁業を学べ、
就業のチャンスを得ることができる
「とくしま漁業アカデミー」の研修生を募集します。

1　募集人数　  ７名程度
2　研修概要

（1）研修期間：原則1年間（令和３年4月から令和４年3月まで）
（2）研修内容：座学（30日程度）、現場実習（160日程度）、資格取得（10日程度）

3　募集期間   令和３年２月26日まで
4　応募資格

（1）令和３年4月1日現在で満50歳未満の者
（2）�徳島県内の市町村に住民登録を行っている者、又は確実に行う者
（3）研修修了後に徳島県内で漁業就業する者

5　選考方法
　「書面審査」と「面接審査」の結果等を総合的に判断する選考審査を随時実
施します。
6　応募手続

（1）応募に必要な書類
　① 受験申請書 ② 志望理由書 ③履歴書（JIS規格に準じたもの）

（2）�「受験申請書・志望理由書」の入手方法
　① 「徳島県ホームページ」からダウンロードしてください。
　② �「公益財団法人徳島県水産振興公害対策基金」又は「徳島県水産振興課」

にお越しいただき、入手してください。
　③ �「公益財団法人徳島県水産振興公害対策基金」又は「徳島県水産振興課」

に郵便で請求してください。
　郵便で請求するときは、封筒に「受験申請書・志望理由書請求」と朱
書きし、あて先を記入した返信用封筒（84 円切手を貼ったもの）を必ず
同封して、請求してください。

（3）「受験申請書・志望理由書・履歴書」の提出方法
　郵送又は持参により 「公益財団法人徳島県水産振興公害対策基金」又は「徳
島県水産振興課」まで申し込んでください。
　郵送の場合は、封筒に「受験申請書類在中」と朱書きし、必ず「簡易書留
郵便」により、送付（募集最終日の消印まで有効）してください。
　持参の場合は、月曜日から金曜日（国民の祝日・休日を除く）の午前9時
から午後5時までに提出してください。

【書類の郵送又は持参先、及びお問合せ先】

ココがポイント！

① 漁業経営、安全操業、六次産業化などの多彩な講座
②�様々な漁業を体験し、目指す就業スタイルが決定できる     
「進路選択オリエンテーション」をはじめとする「オーダーメ
イド型」の実習や漁業に必要な資格取得を支援

③ �漁村に暮らしながら漁業が学べる「漁村滞在プラン」を準備
④ �「各種支援制度」により、「研修開始から漁業就業」まで、    　

研修生を強力にサポート
⑤ �研修修了後は、さらなるレベルアップに向け、「漁業人材育成

プログラム」に基づくフォローアップを実施

「とくしま漁業アカデミー」
令和3年度研修生  募集中！

〒770-0873
徳島県徳島市東沖洲２丁目13番地
公益財団法人 徳島県水産振興公害対策基金
電　話：088-636-0526
ﾌｧｸｼﾐﾘ：088-636-0527

〒770-8570
徳島県徳島市万代町1丁目1番地

徳島県水産振興課　振興流通担当
電　話：088-621-2474
ﾌｧｸｼﾐﾘ：088-621-2863
e-mail：suisanshinkouka@pref.tokushima.jp

【問合せ先】一般社団法人熊本県農業会議　ＴＥＬ：096-384-3333　ＦＡＸ：096-385-1468　メール：43ninaite@nca.or.jp
【上記以外問合せ先】熊本県、熊本県内市町村・農業委員会、（公財）熊本県農業公社、JA、熊本県認定研修機関等

（１）マッチング交流支援
　　�マッチング交流支援のための、地域での宿泊先から研修先までの旅

費を支援します。
　　【交付額】：旅費の 1/2 以内

（２）継承手続き支援
　　� 経営継承を行うにあたり、必要な経費（不動産鑑定士・弁護士・司

法書士等契約、農機具等査定等に係る経費）を支援します。
　　【交付額】：事業費の 1/2 以内 ( 上限 500 千円 /1 事例 )

（３）県認定研修機関に対する研修受入体制づくり支援
　　�県認定研修機関が研修用ハウスを設置し、研修を希望する者を幅広く

受け入れる体制を作ります。（中古ハウスの移設費や修繕費等の支援）
（４）県認定研修機関等が就農者に貸し出すためのハウス等の設置 
　　�認定研修機関等が就農者に貸し出すことにより、就農者が円滑に経

営開始又は早期の経営安定化の仕組みを作ります。（中古ハウスの
移設費や修繕費等の支援、特例として新設も可）

（５）就農者への優良農地の貸付支援
　　�農地中間管理機構（熊本県農業公社）を通じて就農者へ農地を貸

し出す取り組みを支援します。

経営継承支援メニュー

熊本県内の農業の経営継承を支援します

くまもと農業の継承支援事業くまもと農業の継承支援事業
熊本県では、県内で農業経営を始め
たい方と、後継者のいない農業者と
の間で農地・施設等のマッチングや、
就農に向けた研修、継承手続きなど
経営継承の支援を行います。
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